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－ 71 － 
が経済自立を達成し、高い一人当たり国民所得を享受し得ているのは、戦後長年月の困難を乗
り越えて確立した共同市場によるところが大きい。タイ国経済が自立しようと思えば、タイ国
と同様に経済自立の道を志向する東アジア・東南アジア諸国と衝突するであろう。衝突を避け、
また日本のようにアメリカ市場に過度に依存することを避けるためには、日本・中国・韓国・
アセアン諸国を包括する共同市場、安定した通貨圏の確立を目指すことが必要であろう。そし
てそのためには、各国がおのおの何を輸出し、何を輸入するか、更にその基礎として、各国は
何を生産し、何を生産すべからざるかを協議し決定しなければならない。そのような貿易構造・
産業構造を協議し決定するのは極めて困難である。しかしヨーロッパ共同体も長年月の粘り強
い協議によって建設されてきたのである。日本とタイ国の経済関係も、目先の好調さ、緊密さ
に安住することなく、こうした努力を根気よく積み重ねることによって初めて、安定した、本
当の意味で緊密な関係となるように思われる。 
